
XB103

第一級海上無線通信士「無線工学B」試験問題
（参考）試験問題の図中の抵抗などは、旧図記号を用いて表記しています。

25問　２時間30分

A�－ 1　自由空間の固有インピーダンス   Z
0 〔Ω〕を表す式として、正しいものを下の番号から選べ。ただし、真空の誘電率及び

透磁率をそれぞれ ε0〔F/m〕、µ0〔H/m〕とする。

　　　 1　
   Z0 =

ε0
µ0

　　　 2
   Z0 =

µ0
ε0

3　    Z0 =
ε0
µ0

４　
   

Z0 =
µ0
ε0

2

５　
   

Z0 =
ε0
µ0

2

A�－ 2　次の記述は、アンテナの実効面積について述べたものである。　　　内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ。

ただし、波長を λ〔m〕とする。

　　　(1)　アンテナの実効面積を Se〔m
2〕、等方性アンテナの実効面積を Ss〔m

2〕とすると、アンテナの絶対利得 G は、次式で表

される。　　　　　　　　　

　　　　　　　　G =�Se/Ss ・・・・・・①

　　　(2)　ここで、アンテナを微小ダイポールとすると、その実効面積は、次式で表される。

　　　　　　　 Se =�　Ａ　〔m
2〕・・・・・・②

　　　(3)　式①に式②及び微小ダイポールの絶対利得　Ｂ　 (真数)�を代入すると、等方性アンテナの実効面積は、次式で表される。

　　　　　　　 Ss = 　Ｃ　〔m
2〕

　　　　　A�　　 B　 　　 C

　　　 1　 � 
3λ 2

8π 　　　1.5　　　
 λ 2

2π

　　　 2　 � 
3λ 2

8π 　　　1.0　　　
 λ 2

4π

　　　 3　 � 
3λ 2

8π 　　　1.5　　　
 λ 2

4π

　　　4　 � 
3λ 2

4π 　　　1.0　　　
 λ 2

4π

　　　5　 � 
3λ 2

4π 　　　1.5　　　
 λ 2

2π

A�－ 3　次の記述は、半波長ダイポールアンテナの入力インピーダンスについて述べたものである。　　　内に入れるべき字句の正し

　　　しい組合せを下の番号から選べ。

　　　(1)� 入力インピーダンスZl は、抵抗分を R〔Ω〕、リアクタンス分を X〔Ω〕とすれば、次式で表される。

　　　　　　　Zl =�R + jX≒　Ａ　 +�j 42.5〔Ω〕

　　　(2)� アンテナの長さを変化させたとき、半波長より短いほど上式のR と X は、　Ｂ　なる。また、その変化の割合は、R よりX 

の方が　Ｃ　 。

　　　　　A�　　　　B　　　　　 C

　　　 1　73.1　　　小さく　　　大きい

　　　 2　73.1　　　大きく　　　小さい

　　　 3　73.1　　　小さく　　　小さい

　　 　4　22.5　　　大きく　　　小さい

　　 　5　22.5　　　小さく　　　大きい
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答案用紙記入上の注意：答案用紙のマーク欄には、正答と判断したものを一つだけマークすること。



A�－ 4　開口面の直径が 0.5〔m〕のパラボラアンテナを 10〔GHz〕の周波数で使用する場合の絶対利得 (真数)�の値として、最も近い

ものを下の番号から選べ。ただし、開口効率を 0.6�とする。

　　　　　

　　 １　600　　　２　800　　　３　1,200　　　４　1,600　　　5　1,900

A�－ 5　特性インピーダンスが50〔Ω〕の無損失の給電線にインピーダンスが 30 + j 40〔Ω〕のアンテナを負荷として接続したとき、

給電線の負荷の端子における電圧反射係数の大きさの値として、正しいものを下の番号から選べ。

　

　　　１　0.4　　　2 0.5　　　３　0.6　　　４　0.8　　　５　1.2

A�－ 6　　次の記述は、図１に示すように、コイルとコンデンサを用いて無損失給電線と純抵抗負荷を整合させるための条件について述

べたものである。　　　内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ。ただし、同じ記号の　　　内には、同じ字

句が入るものとする。また、無損失給電線の特性インピーダンスを Z０〔Ω〕、純抵抗負荷を R〔Ω〕、コイルのインダクタン

スを L〔H〕、コンデンサの静電容量を C〔F〕及び角周波数を ω〔rad/s〕とし、Z０>�R とする。

　　　(1)　図２に示す等価回路において、端子�ab�から給電線側を見たインピーダンス�Z〔Ω〕は、次式で表される。

������������������������  � Z = jωL +
Z0

1 + jωCZ0

��

　　　(2)　給電線の特性インピーダンスと負荷とを整合させるためには、L 及び�C の値を適当に選んで、Z =  　Ａ　�とすればよいか

ら、式①を用いて次式のように表される。

�������������������������������������   = jωL +
Z0

1 + jωCZ0

　����������式②の両辺に、    (1 + jωCZ0)を掛けた式の左辺と右辺の�　Ｂ　�を等しいと置くと、次式が得られる。

　    Z0 (1– ω 2LC ) = R　・・・・・・③

また、左辺と右辺の　Ｃ　 を等しいと置くと、次式が得られる。

　   L = CRZ0 　 ・・・・・・④

(3)�式③と④から、整合条件は、次式となる。

　 �   C = 1
ωZ0

× 　Ｄ　〔F〕

　    L = R
ω

× 　Ｄ　〔H〕

　　　　　A�　　　 B　　　　　　　C　　　����　�D

　　　 1　Z０ 実数部　　　虚数部　 　
  Z0 – R

R

　　　 2　Z０ 虚数部　　　実数部　　　
  R

Z0 – R

　　　�3　R           実数部　　　虚数部　　　
  R

Z0 – R

　　�　4　R            虚数部　　　実数部　　　
  R

Z0 – R

　　�　5　R           実数部　　　虚数部　����　  Z0 – R
R

A�－ 7　次の記述は、平行二線式給電線に取り付けたトラップ回路について述べたものである。　　　内に入れるべき字句の正しい組

合せを下の番号から選べ。

　　　　図に示すように、終端短絡線路の長さ l を基本波の波長の　Ａ　 にすると、基本波に対して、図のトラップ回路の入力インピー

ダンスが　Ｂ　〔Ω〕となり、トラップがない状態と同じになる。一方、第 2�高調波に対しては、入力インピーダンスが

　　Ｃ　〔Ω〕となる。

　　　　　A�　　　 B　　　C

　　　 1　1/4　　　∞　　　∞

　　　 2　1/4　　　0　　　 0

　　　 3　1/4　　　∞ 0

　　 　4　1/2　　　0�　　　∞　

　　 　5　1/2　　　∞ 0　　
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A�－ 8　次の記述は、図に示すコリニアアレーアンテナとスリーブアンテナについて述べたものである。このうち誤っているものを下

の番号から選べ。ただし、2�つのアンテナの素子は大地に垂直であるものとする。

　　　１　共に垂直偏波用アンテナである。

　　　２　共に半波長ダイポールアンテナを基本素子として構成されたアンテナである。

　　　３　水平面内の指向性は、共にほぼ全方向性である。

　　　４　スリーブアンテナの相対利得はほぼ０〔dB〕である。

　　 　5　コリニアアレーアンテナは、基本素子を縦方向に積み重ねた構造で、各素

子は互いに逆相で、同じ振幅の電流で励振される。　

A�－ ９　次の記述は、断面が図に示すようなディスコーンアンテナについて述べたものである。このうち誤っているものを下の番号か

ら選べ。ただし、使用周波数の中心波長を λ〔m〕、直径を D〔m〕、高さを h〔m〕とする。

　　　 1　ディスコーンアンテナは、ダイポールアンテナのような線状アンテナを構成する素子

の形状を変えて広帯域性を持つようにしたアンテナである。

　　　 2　水平面内の指向性は、全方向性である。

　　　 3　通常水平偏波のアンテナとして、超短波 (�VHF�)�及び極超短波 (�UHF� )�帯で多く

用いられる。

　　 　4　通常円すい状の導体の頂角が約 60�度の場合で、かつD 及び hを適切な大きさにすると、

給電点のインピーダンスがほぼ 50〔Ω〕になるので、同軸ケーブルと直接接続できる。

　　　5　D、hの寸法をそれぞれ使用最低周波数に対して適切な長さにすると、インピーダンス、

定在波比とも使用最低周波数のほぼ 8�倍くらいまで一定であるが、実際には 4�倍くらい

までの周波数範囲で用いることが多い。

A－10　次の記述は、図に示すカセグレンアンテナについて述べたものである。　　　 内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号

から選べ。

　　　(1)　一次放射器から放射された電波は、回転　Ａ　 から成る副反射鏡で反射されて球面波に変換され、さらに回転放物面から

成る主反射鏡で反射されて　Ｂ　に変換され、外部に放射される。

　　　(2)　一次放射器を主反射鏡の中心付近に置くことができるので、　Ｃ　を短くできる。

　　　　　A�　　　　　B　　　　　C

　　　 1　双曲面　　　平面波　　　給電回路

　　　 2　双曲面　　　円偏波　　　焦点距離

　　　 3　だ円面　　　平面波　　　焦点距離

　　　4　だ円面　　　円偏波　　　焦点距離

　　　5　だ円面　　　円偏波　　　給電回路

A－11　自由空間に置かれた半波長ダイポールアンテナから 100〔W〕の電力を放射したとき、最大放射方向の受信点での電界強度が

2〔mV/m〕となった。このときの送受信点間の距離の値として、最も近いものを下の番号から選べ。

１　8〔km〕　　　２　10〔km〕　　　３　15〔km〕　　　4　20〔km〕　　　５　35〔km〕
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A－12　図に示すように、見掛けの高さが h 〔m〕の電離層の下で、全方向性アンテナから周波数 16〔MHz〕の電波を放射したとき、

送信点から半径 d が 1,200�〔km〕以内の大地上では電離層反射波を受信できなかった。このときのh の値として、最も近いも

のを下の番号から選べ。ただし、臨界周波数は 8〔MHz〕とし、図は一つの放射方向を示したものである。また、 �3 ≒1.73�と

する。

　 １　　100〔km〕

２　　173〔km〕

　 ３　　268〔km〕

　 ４　　346〔km〕

5�　1,038〔km〕　

A－13　次の記述は、中緯度地域における電離層の F�層について述べたものである。　　　内に入れるべき字句の正しい組合せを下の

番号から選べ。

　　　　

　　　　(1)　F�層は電離層で最も高いところに存在し、地上から約 200～400〔km〕の上空にある。この層は冬季を除いて、　Ａ　

においては F1�層と F2�層に分れ、　Ｂ　 は一つにまとまる。　　　　　

(2)　電子密度の大きさは、 F1�層、F2�層ともに 　Ｃ　 頃が最大となる。

　　　　　A�　　　　B　　　　�C

　　　�1　昼間　　　夜間　　　正午

　　　�2　昼間　　　夜間　　　日出・日没

　　　�3　昼間　　　夜間　　　深夜

　　�　4　夜間　　　昼間　　　日出・日没

　　�　5　夜間　　　昼間　　　正午

A－14　次の記述は、図に示す構成例において、標準磁界発生器を用いて短波 (�HF�)�用の電界強度測定器を校正するための手順及び考

慮すべき事項について述べたものである。このうち誤っているものを下の番号から選べ。ただし、ループ面の直径は波長に比べ

て十分小さいものとする。

　　　

１　測定場所は、付近に電磁界のじょう乱、電波雑音及び混信のでき

　　　　るだけ少ないところを選定する。

２ 校正に必要なレベルの電界強度が得られるように、磁界発生用ル

ープアンテナの電流と両アンテナ間の距離を決める。これらを決め

るため、磁界発生用ループアンテナの形状、寸法及びアンテナ電流

とある距離の点における電界強度との関係を計算により作成した曲

線を用いる。

3　磁界発生用ループアンテナと校正しようとする電界強度測定器の

測定用ループアンテナの距離を定め、両アンテナの中心を一直線上

　　　　に置き両アンテナの面が互いに直角になるように配置する。

４　標準磁界発生器の周波数を電界強度測定器の測定しようとする周

波数に合わせ、磁界発生用ループアンテナ電流の大きさを必要な値

に調整する。電界強度測定器で測定して得られた電界強度と計算に

より求めた電界強度の値との偏差を求め、電界強度測定器を校正す

る。周波数間隔を適宜選んで測定を行えば、所要周波数帯について

校正ができる。

５　測定に用いるループアンテナは、不平衡電流を防ぐため、二重

遮へいしたものを用いる。
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A－15　次の記述は、図に示すマジック T�を用いて未知のインピーダンスを測定する方法について述べたものである。　　　内に入れ

るべき字句の正しい組合せを下の番号から選べ。ただし、同じ記号の　　　 内には、同じ字句が入るものとする。また、測定器

相互間の整合はとれているものとし、接続部からの反射は無視できるものとする。

　　　(1)　未知のインピーダンスを測定するには、開口 1 に標準可変インピーダンス、開口 2�に被測定インピーダンスを接続し、開口

3 に 　Ａ　 、開口 4 に 　Ｂ　 を接続する。

　　　(2)　標準可変インピーダンスを加減して 　Ｂ　への出力が　Ｃ　 になるようにする。このときの標準可変インピーダンスの値

が被測定インピーダンスの値である。

　　　　　A�　　　　　　　 B　　　　　　 C

　　　 1　抵抗減衰器　　　　終端抵抗　　　最大

　　　 2　抵抗減衰器　　　　検波器　　　　最大　　　　　　

　　　 3　抵抗減衰器　　　　終端抵抗　　　零

　　　4　高周波発振器　　　検波器　　　　零

　　　5　高周波発振器　　　終端抵抗　　　最大

A－16　次の記述は、電波無響室（電波暗室）について述べたものである。　　　内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から

選べ。

　　　(1)　室内の壁面などに貼りつける電波吸収材は、壁面などからの　Ａ　をできるだけ小さくし、室内を自由空間の状態に近づ

けるため、一般にくさび状に加工したり、多層構造にしてある。

　　　(2)　室内でアンテナの特性を測定するとき、被測定アンテナは、通常、　Ｂ　 に置かれる。

　　　(3)　所定の反射係数を持たせるための電波吸収材の厚さは、周波数が低いほど、　Ｃ　 なる。　　　

　　　　A� B� 　 　 　 　 　C

　　　 1　反射波　　　クワイエットゾーン　　　薄く

２　反射波　　　クワイエットゾーン　　　厚く

3　反射波　　　フレネルゾーン　　　　　厚く　　

４　回折波　　　フレネルゾーン　　　　　厚く

５　回折波　　　クワイエットゾーン　　 薄く

A－17　周波数 30〔MHz〕の電波を半波長ダイポールアンテナで受信したとき、受信機入力端子における最大電圧が 50〔mV〕であっ

た。このときの受信した電波の電界強度の値として、最も近いものを下の番号から選べ。ただし、半波長ダイポールアンテナと

受信入力回路は整合しているものとする。

　　 1　21〔mV/m〕　　　２　31〔mV/m〕　　　３　38〔mV/m〕　　　４　41〔mV/m〕　　　５　48〔mV/m〕

　　　

A－18　次の記述は、図に示す導波管の分岐器について述べたものである。　　　内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から

選べ。ただし、同じ記号の　　　内には、同じ字句が入るものとする。また、伝送モードは TE10モードとする。

(1)　方形の主導波管にこれと直角に方形の副導波管を分岐回路としてＴ字形に接続したものを　Ａ　 という。

(2)　図１に示す主導波管の狭い方の面に分岐回路を接続したものを　Ｂ　 分岐といい、 図２に示す主導波管の広い方の面

に分岐回路を接続したものを　Ｃ　 分岐という。

(3)　分岐回路から電磁波を入力したとき、　Ｂ　 分岐では主導波管の両方の端子の方向へ同振幅、同位相の電磁波が伝搬

し、　Ｃ　 分岐では主導波管の両方の端子の方向へ同振幅、　D　 の電磁波が伝搬する。

　　　　　Ａ Ｂ Ｃ D

　　　1　Ｔ分岐　　　　H�面　　　E 面　　　逆位相

　　　2　Ｔ分岐　　　　E 面 　　　H�面 同位相

　　　3　Ｔ分岐　　　　H�面　　　E 面 同位相

　 ４　マジックＴ　　E�面　　　H�面　　　同位相

　　５　マジックＴ　　H�面　　　E 面 　　　逆位相
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A－19　次の記述は、スロットアレーアンテナについて述べたものである。このうち誤っているものを下の番号から選べ。

　　　 1　図に示すように、一定の長さの方形導波管の短辺側面に、スロットを数十個から百個程度設けた構造であり、給電点は中央

部又は一方の端である。

　　　 2　スロットの間隔は、管内波長の 1/2�にした共振形とそれよりやや広くした非共振形とがある。

　　　 3　交互に斜めに配置したスロットの一対から放射される電波の電界の水平成分は互いに逆位相であり、垂直成分は互いに同位

相である。

　　　4　アンテナ全体から放射される電波の合成電界の方向は水平であり、水平偏波を放射する。

　　　5　指向特性は、水平面内で非常に鋭く、垂直面内では広いファンビームとなる。

A－20　　図はある通信回線における MUF�と LUF�の曲線を示したものである。以下の記述は、この回線で４、８、12〔MHz〕 の 3�

波を用いて通信するときの運用方法について述べたものである。　　　内に入れるべき字句の正しい組合せを下の番号から選

べ。ただし、同じ記号の　　　 内には、同じ字句が入るものとする。

　　　(1)　24�時間にわたり通信を確保するためには、　A　頃に 4〔MHz〕から 12〔MHz〕に切り換え、また、16�時頃から 18�時

頃の間に 12〔MHz〕から 4〔MHz〕に切り換えればよいが、MUF�に近い周波数では回線が不安定になる。これを回避するた

め、通常、　B　 を使用する。

　　　(2)　したがって、　A　 頃の切換えでは、一旦、8〔MHz〕に切り換え、さらに９時頃に　C　〔MHz〕に切り換える。また、

　C　〔MHz〕から４〔MHz〕に切り換える時刻を 16�時頃にすれば、一日中 　B　以下の周波数で安定した回線が確保で

きる。

　　　　　A�　　　　　B　　　　 C�

　　　 1　4�時　　　ＦＯＴ　　　 4

　　　 2　4�時　　　L�U�F 4

　　　 3 4�時　　　ＦＯＴ 12

　　 　4　7�時　　　ＦＯＴ　　　12

　　 　5　7�時　　　L�U�F　　　 4
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B�－ 1　次の記述は、送信点から十分遠方における電界強度の計算式を誘導する過程を述べたものである。　　　内に入れるべき字句

を下の番号から選べ。

(1)　等方性アンテナの放射電力を P0〔W〕とすると、そのアンテナから半径 d〔m〕の球面を通過する電波の単位面積当たりの

電力 w は次式によって表される。

　　 　　　w =�　ア　　〔W/m2〕・・・・・・①

(2)　一方、ポインチング電力 pは、電界強度 E〔V/m〕、磁界強度 H〔A/m〕を用いて、次式で表すことができる。

　　 　　　p =�　イ　 〔W/m2〕・・・・・・②

　　 自由空間の特性インピーダンスを Z0〔Ω〕とすれば、Eと Hとの間には E =�Z0H の関係がある。Z0�=�　ウ　〔Ω〕を代入

して、式②は次式となる。

　　　 p =�　エ　　〔W/m2〕 ・・・・・・③

(3)　等方性アンテナから距離 dにおける E は、式①と③から、次式となる。

　　　 E =�　オ　 　〔V/m〕

１　120π　　　　２　 � 
45P
0

d 　　　３　
  E2

30π 　　　４　
  P
0

4πd2 　　　 ５　
 H

E

６　 � 
30P
0

d 　　　７　EH ８　60π ９　   E2

120π 　　　10　
  P
0

4πd2

B�－ 2　次の記述は、図に示すように、無損失給電線の終端から l〔m〕の距離にある入力端から負荷側を見たインピーダンス Z〔Ω〕

について述べたものである。　　　内に入れるべき字句を下の番号から選べ。ただし、終端における電圧を V r〔V〕、電流を　

Ir〔A〕、負荷インピーダンスを Zr〔Ω〕とし、無損失給電線の特性インピーダンスを Z0〔Ω〕、位相定数を β〔rad/m〕、波長

を λ〔m〕とすれば、入力端における電圧 V と電流 I は、次式で表されるものとする。

V =�V rcosβl +�jZ0Irsinβl 〔V〕

I =�Ircosβl +�j (V r/Z0)sinβl 〔A〕

　　　(1)　 Z は V と I から Z =�　ア　〔Ω〕で表される。Zr =�Z0�のとき、任意の l に

対して入力インピーダンスは変化　イ　。

　　　(2)　終端が開放されているとき、Zr は 　ウ　〔Ω〕となり、Z は　エ　〔Ω〕

となる。

　　　(3)　l の増加にともなって、容量性と誘導性を繰り返す。l =�　オ　〔m〕(nは整数)�

のとき、並列共振となり、Z は∞となる。

　　　１　jZ0tanβl ２　 �nλ
2 　　 ３　しない　　　 ４　

   Z
0

Z
0

+ jZ
r
tanβl

Z
r
+ jZ
0
tanβl ５　0

　　　６　∞ ７　-jZ0cotβl ８　
  � 2n + 1 λ
4

９　    Z
0

Z
r
+ jZ
0
tanβl

Z
0

+ jZ
r
tanβl 10　する

B�－ 3　次の記述は、衛星通信における電波伝搬について述べたものである。　　　内に入れるべき字句を下の番号から選べ。

　　　(1)　地上の無線回線でフェージングを生ずる 　ア　 などのような大気屈折率の変化は、一般に地表面に平行に生ずるので、こ

の変化が衛星回線へ及ぼす影響は、　イ　地域などで低仰角伝搬路となる場合を除いてほとんど無視できる。

(2)　伝搬特性が安定であり、また、　ウ　 フェージングが生じないので、広帯域伝送が可能である。

　　　(3)� 電離層の影響はほとんど無視できるが、　エ　〔GHz〕付近までの周波数の領域では偏波面の回転が生ずる。このため、

　オ　 のアンテナを用いてその影響を取り除くようにしていることが多い。

　　 １　極　　　 ２　散乱　　　３　赤道　　　　４　電波ダクト　　　５　2

　　 ６　選択性　　　7　10　　　　８　エコー　　　９　円偏波　　 　　10　垂直偏波
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B�－�4　次の記述は、図に示す３素子八木アンテナの動作原理について述べたものである。　　　�内に入れるべき字句を下の番号か

ら選べ。ただし、波長を�λ〔m〕とし、素子�S�の長さは�λ /2、素子Ｒの長さは�λ /2��より少し長く、また、素子�D�の長さは

 λ /2�より少し短いものとする。

　　　(1)　S�から放射された電波が S�からλ /4〔m〕離れた R�に到達すると、

その位相は、 S�における位相より π/2〔rad〕　ア　。この電波に

よって R�に電波と同相の誘起電圧が発生する。R�に流れる電流の位

相は、R�が誘導性リアクタンスであるため、誘起電圧より

π/2〔rad〕遅れる。

　　　(2)� R�に流れる電流は、その電流より位相が 　イ　〔rad〕遅れた電

波を再放射する。再放射された電波が S�に到達すると、その位相は、

R�における位相よりπ/2〔rad〕遅れる。

　　　(3)　結果的に、 S�から出て R�を経て S�に戻って来た電波の位相遅れの

合計が　ウ　〔rad〕となり、 S�から放射される電波と同相になるた

め、R�で再放射された電波は、矢印の方向へ向かう電波を強めること

になる。

　���　(4)　一方、�S�から放射された電波により、S�から λ /4〔m〕だけ離れた�

D�に流れる電流の位相は、D�が��　エ　��リアクタンスであるため、その

誘起電圧より進み、この電流によって電波が再放射される。

����������(5)　D�から再放射される電波は、S�から矢印の方向へ放射され�λ /4〔m〕

の距離だけ伝搬した電波を��　オ　���ことになる。

�

　　　 1　π/2　　　 ２　2π　　 　3　π　　　 　４　弱める　 ５　進む

　　 ６ 遅れる　　　７　π/4　　　８　誘導性　　　９　強める　　　10　容量性

B�－ 5�次の記述は、図に示す構成例を用いて屋外で開口面アンテナの諸特性を測定する場合の注意事項について述べたものである。

　　　　　　 内に入れるべき字句を下の番号から選べ。

　　　(1)　送信アンテナからの電波が　ア　 となるように、開口面アンテナま

での距離 R〔m〕を選ぶ。

　　 (2)　波長に比べて開口が　イ　 ときには、送信及び受信アンテナの開口

面の各部からの通路差が誤差の原因となるので、R は、この誤差が

１～２〔％〕程度以下になる最小測定距離以上で、かつ、電界強度が

弱くなりすぎない範囲にする。

　　　(3)　開口面の各部からの電波の通路差によって生ずる誤差を１～２〔％〕

程度以下にするために必要とする最小測定距離は、両アンテナの開口面

の直径をそれぞれ D1、D2〔m〕、波長をλ〔m〕とすれば、

　ウ　〔m〕である。

(4)　大地反射波があるときには、その対策として反射防止板を電波の反

射点に立てる。この場合、反射防止板のエッジで　エ　が、エッジに

凹凸をつけることでその影響を軽減できる。また、アンテナの高さを

　オ　 したり、反射角が大きくなるようにして反射波の影響を軽減す

る。

　　 １　吸収される　　　２　大きい　　　３　低く　　　　　　　　４　2 (D1�+�D2)
2 /λ　　　 ５　回折波を生ずる

　　 ６　遠方界　　　 ７　小さい　　　８　(D1�+�D2)
2 /λ 　　　 ９　近傍界　　　　　　　10　高く
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